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特集／アジア・中東における「伝統」・環境・公共性
セッション 3：アジアにおける環境政策と社会変動
台湾民主化過程における環境運動（1980–2004）
─政治的機会構造の一視角
台湾・南華大学副教授　　
何　明修
　過去 20 年の間、台湾は民主化のグローバルな波に乗ってきた。50 年以上に
及ぶ国民党の一党支配に代わって、政党政治と選挙戦というまともな政治体制
が次第に根をはるようになった。その最高潮が 2000 年の大統領選における民
進党の勝利であった。台湾の政治的移行に関する従来の研究は、その規制され
た漸進主義と一部の国民党指導者の改革志向を強調しがちであった。しかし最
近の研究は、市民社会、すなわち政治的な移行に包含された「民衆の競合」の
役割に注意を向けるように主張している。この市民社会への視点が民主制への
台湾の躍進を充分に記述するための重要なステップであるとしても、市民社会
の行為者と政治エリート層との間の絡み合った関係を具体的に描くことがさら
なる課題として残っている。本報告は、台湾における環境主義の 20 年以上に
及ぶ発展を、政治的移行における社会運動のダイナミズムを理解するという視
点から分析する。
　政治的移行の間の社会運動についての諸研究は、政治的機会構造（Political 
Opportunity Structure = POS）の概念に基いている。POS とは国家に関連
づけられた一連の変数のことであり、それらがグループ活動家の行動の費用を
減らす、あるいは高めることによって、活動家の行動を可能にしたり、あるい
は制約する。この POS アプローチは、政治的混乱の時期に国家と市民社会と
の間の関係がいかに変化したかを測定する際に有益な道具となる。台湾の政治
的な移行とその環境主義への負荷を理解するために、本報告では POS は以下
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の要因の組み合わせとして概念化される。すなわち、⑴現職政治家が政策決定
を行う際に社会運動に対してどれだけ自律性をもつかどうかという国家の自律
性（State Autonomy）。⑵公道での抗議運動に対して警察が抑圧的かあるいは
融和的かという抗議取締り（Policing of Protests）、⑶環境グループが政策決
定にどれだけ関与できるかという政策経路（Policy Channel）、⑷社会運動が
政治的な影響力を行使することを支援する政治的協力者（Political Ally）の 4
要因である。以下、この POS アプローチによって、政治的移行と環境主義の
展開の関係が、報告者が区分したそれぞれの時期においてどのように変化した
かを述べる。
　1979 年の反体制派による人権抑圧反対デモンストレーションが弾圧されて
以降、台湾は「ソフトな権威主義」時期（1980–1986 年）を経験した。この
時期には、とくに 1970 年代のエネルギー危機をきっかけに始まった国民党政
府の原子力発電所建設が環境問題の焦点となった。1979 年のスリーマイル島、
さらに 1986 年のチェルノブイリでの事故をきっかけに、第 4 原子力発電所の
建設計画に対して環境研究者から異論が挙がったのである。また化学産業のプ
ラント建設に対する農民の抗議行動が発生した。この時期は台湾における環境
運動の揺籃期であった。しかし、環境問題は国民党に反対する民衆動員の有益
な梃子として役立ち得るものであったが、この時期の反体制派は環境運動を擁
護する政治的協力者としての役割を担うほどの力を持っておらず、好意的な傍
観者に留まっていた。
　1987 年の戒厳令の解除に始まった「自由化」時期（1987–1992 年）には、
内閣レベルでの環境保護の専門機関が設置された。しかし、この政府機関は環
境運動家の抗議活動を受け入れようとせず、環境団体は政策決定に参加し得
なかった。「自由化」時期の当初は、警察は環境運動の抗議活動に対する態度
は寛大であったが、1988 年に石油化学工業地区で漁民による閉鎖行動を機に、
経済団体は投資インセンティブが損なわれると不満を述べるようになり、政府
も抑圧的な警察権力の行使に転換した。この時期に、民進党は、党綱領に反核
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を記載するなど環境運動への明確な賛同を主唱し、反体制派と環境運動との間
に緊密な関係が形成されていく。街頭での警察権力による抑圧から逃れるため
に、環境運動家は民進党組織へ庇護を求めた。
　1992 年選挙における国民党の敗北後に到来した「民主化」時期（1993–
1999 年）には、2 つの環境関連の機関が設置され、そこに初めて NGO が公
式に参加することになった。とくに 1994 年に法的効力を与えられた環境影響
評価機関は、経済官僚の反対に抗して、いくつかの開発プロジェクトを拒否す
る権限が付与された。これが台湾の環境運動の勝利であったことは否定し得な
いが、実際には環境運動家は環境影響評価に有意義な参加を認められていな
かった。それでも環境運動家は、協力的な政治家を通じて環境行政に圧力をか
けることができた。また、この時期に環境運動の抗議活動は反体制的というよ
りも日常的な行為へと変化していった。そして、警察権力の行使は中央から地
方に委譲され、抗議の現場では協議の仲介と公共秩序の維持が図られるように
なった。民進党と環境運動の関係について言えば、民進党は次第に経済界と良
好な関係を構築することを目指すようになり、環境運動との協力関係は崩れて
いった。1994 年の地方選挙以降、環境運動家は各政党に対してより公正なア
プローチを採用し、さらに 1996 年には台湾緑の党が結成された。
　2000 年、民進党の陳水扁政権が誕生し、台湾は政権交替を経験した。2000
年から 2004 年までの民進党政権期の特徴として、まず国家の自律性の弱さを
指摘できる。民進党は議会での充分な多数派を形成できず、また同党の反対意
見をぶつけ合う議論の「文化」は党内の対立を公衆に晒すことになった。さらに、
民進党政権は国民党が支配的な官僚組織と常に摩擦を抱えた。その上、2001
年の不況とそれに伴う失業の増大によって、民進党は経済再建を最優先せざる
を得なくなり、政策の選択肢が制約されることになった。懸案の第 4 原子力
発電所の建設計画についても、陳水扁政権は選挙公約に基づいて停止を表明し
たが、野党優位の立法院の反発に遭い、撤回を余儀なくされ建設が再開された。
環境運動の政策経路について言えば、NGO は国家機関レベルで任用されるこ
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とで、政策決定に関与する道が開かれた。しかし、開発志向の経済官僚によっ
てその影響力は削がれている。加えて、民進党と環境運動との協力関係は、民
進党政権が「新十大建設」に見られるような経済優先の政策へ転換したことに
よって崩れ去った。
　民進党政権下で環境運動家は体制内のインサイダーとなった。民進党との協
力関係は崩壊したものの、民進党の行政改革によって環境運動家は政党にかか
わらず、制度的基盤をもって体制内に参入し得た。これによって、運動の戦術
は大衆デモンストレーションから交渉・ロビー活動・制度に則った主張へと変
化した。政策決定者とのアクセスと手続上の透明性の高まりは、環境運動家と
国家の一層の協力的な関係を生み出している。これは民進党政権との摩擦が
ないということではなく、環境主義者はよりいっそう「政治体構成員（polity 
member）」になったということを意味している。
